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第1章 諸外国におけるエネルギー事情と政策動向について

の調査(海外) 

2015年のパリ協定採択以降、日本と同様に、諸外国においても脱炭素化の動きが進んでいる。

中でも電力部門の脱炭素化はカーボンニュートラル実現に向けた重要なステップであり、

これを経済合理的に進めることは多くの国にとって重要な政策課題である。このため、日本

のみならず諸外国においても電力部門の経済性の評価は重要な検討項目であるが、その際、

電力の単位あたりのコストを平準化発電原価(Levelized cost of electricity: LCOE)として定

められた方法により評価し、更にそれを国際比較することによってより良いエネルギー政

策に資することが目指されている。 

本調査では、経済協力開発機構 原子力機関(OECD/NEA)および国際エネルギー機関(IEA)の

専門家(主にNEAのJan Horst Keppler教授およびIEAのStefan Lorenczik博士)との間で意見

交換・情報収集を行うとともに、日本からの正しいデータを先方に提供することにより、電

力コストのより良い国際比較に貢献した。その成果はNEAおよびIEAの共同報告書1におい

て反映されている。なお、新型コロナウイルスの世界的感染拡大に鑑み、全ての対話は電子

メールもしくはテレビ会議等によって行われた。 

1.1 2020年版報告書の概要 

NEAおよびIEAは1983年以降、継続的に各国の電源別LCOEを網羅的に評価する取り組みを

進めている。正確には1983年の初版はNEAによって発行されており、その後IEAとの共同プ

ロジェクトとされるようになった。今回公表された第9版(2020年12月発行)はこの取り組み

の最新の成果をまとめたものであり、従来の試みを受け継いだ上で、従来にない新たな取り

組みも試みられている。特に、(1)二酸化炭素回収・貯留・利用(Carbon capture, use, and 

storage: CCUS)技術や原子力の寿命延長(Long-term operation: LTO)など、従来取り上げら

れていなかった技術を新たに取り上げたこと、(2)蓄電池のコストの評価も試みられ、そこ

では平準化貯蔵コスト(Levelized costs of storage: LCOS)という指標が用いられたこと、(3)

非OECD国として、NEAの加盟国であるロシアおよびルーマニアの他に、中国・インド・ブ

ラジルのデータを採用し、併せて世界24か国のデータが掲載されていること、(4)「LCOEを

超える」指標として、IEAが提唱する価値調整済みLCOE (Value-adjusted LCOE: VALCOE)

についても言及がなされていることなどが大きな特色である。ただし、各国から提供される

データをもとに世界各国の間で統一された条件のもと、横断的にLCOEを評価する、という

基本方針は変化していない。本章では以下、このLCOE評価について概要を記載し、新たな

指標であるVALCOEについては第4章で記載する。なお、日本のデータは基本的に2015年の

 
1 OECD/NEA, IEA, (2020). “Projected Costs of Generating Electricity 2020 Edition.” 
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政府試算(発電コスト検証ワーキンググループ)に依拠しているが、変動性再生可能エネル

ギー(Variable renewable energy: VRE)のコスト低下などを鑑み、2030年モデルプラントの

値を前倒しして2025年運開想定として提出している。また、例えば政府試算では固定資産税

をLCOEの中に含むが、OECDの評価ではそれを含まないなど、定義の差により値が異なる

ものとなっていることに留意する必要がある。 

1.2 電源別LCOEの比較 

図1.2-1に電源別LCOEの比較を示す。ここでは横方向に各技術をとり、縦軸にLCOE (2018年

価格米ドル/MWh)を示している。LCOEの値は国により異なるため、ここでは幅をもって評

価が行われ、最大値・最小値と25%値、中央値および75%値が示されている。また、報告書

中では実質割引率として3%、7%および10%の値について評価が行われているが、ここでは

7%の値のみを記している。 

ここに示されるように、どの電源も評価の幅が大きい。但し、中でも太陽光や風力、バイオ

マスといった再生可能エネルギー発電の幅が大きい様子が見てとれる。最も安価と評価さ

れている電源は原子力の寿命延長である。本報告書ではスイス・フランス・スウェーデン・

米国について評価が行われ、20年延長の場合4.0～4.9セント/kWhと、他電源の新設と比べて

競争力の高いオプションであることが示されている。 

原子力発電については、従来安価と評価されてきた韓国とともに、今回初めて掲載されたロ

シアにおいてLCOEが非常に低いことが特徴的である。これらの国ではこれまで原子力発電

所建設が継続的に行われており、それによって欧米のような発電所建設コスト上昇が生じ

ていないことが認識される。ロシアの原子力発電のLCOEは割引率7%で4.2セント/kWhと

なっており、同国の陸上風力発電(割引率7%で6.7～7.2セント/kWh)の3分の2以下である。 
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図1.2-1 電源別のLCOE比較 

 
出所: OECD/NEA, IEA, (2020). 

 

1.3 地域別LCOE比較 

LCOEの値は地域によって大きく異なる。図1.3-1にはインド・米国・中国・欧州と日本につ

いて電源別LCOEを比較して示している。全ての電源について、日本は諸外国よりも高価で

ある傾向が見られるが、特にVRE、即ち太陽光発電や風力発電のLCOEが顕著に高い。VRE

発電のLCOEが国別・地域別で大きく異なる背景としては日射や風況といった自然環境の差

が挙げられることが多い。但し日射条件が必ずしも良好でない欧州においても太陽光発電

のLCOEは日本よりも顕著に安価になっており、日本の高いコストにはそれ以外の要因、例

えば太陽光発電関連事業の業界における構造的な要因なども寄与していると考えられる。 
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図1.3-1 地域別のLCOE比較 

 
出所: OECD/NEA, IEA, (2020). 

 

1.4 原子力発電の寿命延長(LTO) 

上述のとおり、LTOは最も安価なオプションである。但し、通常の原子力発電のLCOEと同

様、それは設備利用率に大きく影響される。図1.4-1にはLTOのLCOEを設備利用率に応じて

示す。ここには寿命を10年間延長する場合と20年間延長する場合について結果が示されて

いるが、その延長期間による差は比較的小さく、設備利用率の差による影響の方がはるかに

大きい。また、設備利用率が30%以下になるとそのLCOEは新設(設備利用率80%)と同等以上

まで上昇する様子が読み取れる。 



   
 

8 

図1.4-1 LTOのLCOE 

 
出所: OECD/NEA, IEA, (2020). 

 

1.5 CCUSのLCOE 

CCUSとしては石炭火力発電と天然ガス火力発電について、オーストラリアと米国を対象と

した評価結果が提示されている。図1.5-1に示すとおり、炭素価格を設定しない限り、CCUS

技術のある火力発電はそうでないものよりもLCOEが高い。しかし炭素価格が50～60ドル

/tCO2を超えれば石炭火力において、100ドル/tCO2を超えれば天然ガス火力において、CCUS

はコスト競争力をもつものと評価されている。IEAによる世界エネルギー展望(World 

Energy Outlook 2020)では、「持続可能な開発」シナリオ(SDS)での先進国における炭素価格

想定は2025年に63ドル/tCO2、2040年に140ドル/tCO2と想定されており、この水準の野心的

な削減目標をもつ場合には、CCUSはコスト競争力を持つものと考えられる。 
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図1.5-1 CCUSのLCOE 

 
出所: OECD/NEA, IEA, (2020). 
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第2章 中長期のエネルギー需給見通しに係る分析手法の改

善・検討 

2.1 見通しモデル 

 モデルの全体構造 

エネルギー需要量の変化はマクロ経済の動向に大きく依存する。そのため、将来のエネル

ギー需給構造を見通すためには、将来の経済情勢をエネルギー需給分析モデルに適切に反

映し、試算を行う必要がある。本検討では、図2.1-1に示すとおり、マクロ経済モデルとエネ

ルギー需給モデルとを一体的に統合した計量経済型モデルを用いることにより、将来のエ

ネルギー需給構造に関する試算を行った。 

計量経済型モデルによる見通しとは、エネルギー需要で言えば、経済規模、世帯数、自動車

普及台数等のマクロ変数で説明する関数を実績に基づく重回帰分析により推計し、当該関

数に将来の説明変数の将来値を代入することによって外挿することである。一般的に、実績

データに基づきモデルが同定され、近時点の情報を容易に織り込める等、絶対水準を精度良

く求めるのに適している。 

本検討で用いたモデルでは、マクロ経済モデルによって得られる指標(各種活動量等)だけで

なく、エネルギーコストの変化が需要に与える影響を適切に評価できるようにするために、

各種の前提やマクロ経済の想定と整合的な二次エネルギー価格を推計し、エネルギー需給

モデルへのインプットとしている。また、将来のエネルギー需給の推計に際しては、各種技

術の導入を評価するために積上型の技術評価モデルを作成しエネルギー需給モデルと接合

している。一方で、本事業における分析では、重要度が高くはないと判断された部分、ある

いは外生的に将来値を設定する部分などについては、モデルの機能を停止・遮断している。 
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各モデルの概要は、以下のとおりである。 

マクロ経済モデル 

所得分配、生産市場、労働市場、一般物価等、整合的にバランスの取れたマクロフレームを

算出し、エネルギー需要に直接、間接的に影響を与える経済活動指標を推計する。 

⚫ 国内総生産(GDP)およびコンポーネント、素材系物資生産量、鉱工業生産指数(IIP)、業

務用床面積、自動車販売台数等 

二次エネルギー価格モデル 

原油、液化天然ガス(LNG)、石炭等のエネルギー輸入価格や国内の一般物価指数等から、エ

ネルギー需要、選択行動に影響を与えるエネルギー購入価格を推計する。 

⚫ 各石油製品価格、電力・電灯価格、都市ガス価格等 

電源構成モデル 

エネルギー需給モデルにより推計された電力需要、原子力、再生可能エネルギーの発電量、

火力の発電効率から電源別発電量を推計する。 

⚫ 電源構成(電源別発電量) 

要素積上モデル 

回帰型のマクロモデルでは扱いにくい、トップランナー基準の効果を明示的に取り入れる

ために、家電機器効率や自動車燃費等の省エネルギー指標を推計する。 

⚫ 民生部門の用途別機器効率、自動車部門の保有燃費 

エネルギー需給モデル 

上述の各モデルから得られる経済活動指標、価格指標、省エネルギー指標等から各最終部門

におけるエネルギー需要を推計する。次に、発電部門等のエネルギー転換を経て、一次エネ

ルギー供給量を推計する。加えて、エネルギー源別の消費量をもとに、二酸化炭素(CO2)排

出量を計算する。 

⚫ 部門別エネルギー最終消費、エネルギー源別一次供給、電力コスト、CO2排出量等 

 マクロ経済モデルの構造 

本検討で用いたマクロ経済モデルでは、実質支出モジュールを中核とし、潜在成長率や物価

指数等とともに整合的にバランスの取れたマクロフレームを算出する。そして、エネルギー

需要に直接、間接的に影響のある経済活動指標等を求める。 
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⚫ 外需: 輸出、輸入 

賃金物価モジュール 

為替、原油価格等の国外要因と需給ギャップ等の国内要因により、各一般物価を推計する。 

⚫ 賃金、企業物価指数、消費者物価指数、GDPの各デフレータ 

名目支出・所得分配・財政モジュール 

国民所得を租税、補助金等を通して、個人、企業、政府に分配する。さらに、政府支出額と

租税額より財政バランスを見る。 

生産モジュール 

関連する各支出コンポーネントより、素材系生産量、鉱工業生産指数(11業種)を推計する。

例えば、粗鋼生産は、民間投資、住宅投資、公共投資等を説明変数として回帰推計する。た

だし、令和2年度事業では、2030年度の素材系生産量推計に際し、業界ヒアリングに基づく

数値を採用し、2019年度から2030年度に至る過程では線形補間を行った。 

⚫ 素材系生産量: 粗鋼、エチレン、セメント、紙・板紙、パルプ 

⚫ 鉱工業生産指数: 食料品、繊維、紙・パルプ、化学、石炭・石油製品、窯業土石、鉄鋼、

非鉄金属、金属製品、機械、その他 

業務用床面積モジュール 

関連する経済・社会指標より、業務部門における各業種(8業種)の延床面積を推計する。例え

ば、卸小売業は民間消費支出、病院福祉施設は65歳以上人口といった指標を説明変数に含め

る。 

⚫ 事務所、飲食店、卸小売、学校、ホテル、病院福祉施設、娯楽施設、その他 

輸送需要モジュール 

関連する経済、社会指標より、各輸送機関別の輸送需要(人km、t-km)を推計する。さらに、

自動車については、乗用車、貨物車の保有・販売台数を推計する。推計された販売台数は、

保有燃費を計算する要素積上モデルに反映される。 

⚫ 人km、t-km × 自動車、鉄道、船舶、航空 

⚫ クラス別(軽、スモール、ラージ等)の乗用車・貨物車販売台数 

 エネルギー需給モデルの構造 

本検討のモデル分析の中核をなす「エネルギー需給モデル」は、「最終エネルギー消費部門

(産業、民生、運輸)」「エネルギー転換部門(発電、石油精製、都市ガス等)」「一次エネル
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表2.1-1 エネルギーバランス表 

 
 

部門別（行） 部門別（行）続 エネルギー源別（列）
国内生産 産業 原料炭
輸入 農林水産業 一般炭他
輸出 鉱業 石炭製品
供給在庫変動 建設業 原油
国内供給 製造業 石油製品
事業用発電 食料品 ナフサ
自家発電 繊維 ガソリン
農林水産業 パルプ紙板紙 ジェット燃料油
鉱業 石油製品 灯油
建設業 化学 軽油
食料品 窯業土石 重油
繊維 鉄鋼  A重油
パルプ紙板紙 非鉄金属   BC重油
石油製品 金属製品 LPG
化学 機械 他石油製品
窯業土石 他業種・中小製造業 天然ガス
鉄鋼 民生 都市ガス
非鉄金属 家庭（用途別） 再生可能エネルギー
金属製品 業務（業種別） 太陽光
機械 運輸 風力
他業種・中小製造業 旅客 太陽熱
業務 自家用乗用車 バイオマス
家庭 営業用乗用車 地熱

自家用蒸気 二輪車 未利用エネルギー
農林水産業 バス 廃棄物
鉱業 鉄道 事業用水力
建設業 船舶 原子力
食料品 航空 電力
繊維 貨物 事業用電力
パルプ紙板紙 自動車 自家用電力
石油製品 鉄道 水素
化学 船舶 熱
窯業土石 航空
鉄鋼 非エネ産業
非鉄金属 農林水産業等
金属製品 パルプ紙板紙
機械 化学
他業種・中小製造業 石油製品
業務 窯業土石
家庭 鉄鋼

地域熱供給 非鉄金属
一般ガス製造 機械
簡易ガス製造 他業種・中小製造業
石炭製品製造 民生
石油製品製造 運輸
水素製造
他転換・品種振替

自家消費・送配損失
消費在庫変動
統計誤差

一
次
エ
ネ

ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

転
換

最
終
消
費
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
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エネルギー消費 = 生産活動指標 × 消費原単位 - 各種省エネルギー対策 

(燃料・電力)  (生産量・生産指数) 

 

 

産業別: 非製造業(農林水産業、建設業、鉱業) 

製造業(食料品、繊維、パルプ紙板紙、化学、石油製品・石炭製品、窯業土石、鉄鋼、非鉄金

属、金属製品、機械、他製造業(計11業種) 

 

生産活動指標の設定 

「マクロ経済モデル」から推計される数値を与える。 

※ただし、令和2年度事業では、2030年度の素材系生産量推計に際し、業界ヒアリングに基

づく数値を採用し、2019年度から2030年度に至る過程では線形補間を行った。 

(素材系生産量)粗鋼、エチレン、セメント、紙・パルプ 

(鉱工業生産指数)食料品、繊維、化学、石油製品・石炭製品、非鉄金属、金属製品、機械、

その他 

消費原単位の設定 

現状固定。 

消費原単位 = f(生産要因、価格要因、技術トレンド等) 

各種省エネルギー対策の設定 

別途検討結果や業界関係者、技術専門家等のヒアリングを参考に想定。なお、2.3.2 モデル

改善点 で示すとおり、二酸化炭素回収・貯留(CCS)にかかるエネルギー消費量も計上するよ

うにした。 
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モデルの基本構造 

・エネルギー消費量算出の基本型 

業務部門 

エネルギー消費 = 業務用床面積・活動指標 × 消費原単位  - 各種省エネルギー対策 

(業種別)       (業種別)      (業種別) 

家庭部門 

エネルギー消費 = 世帯数 × 消費原単位 - 各種省エネルギー対策 

(用途別)         (用途別) 

 

 

 
 

推計にあたっての基本的考え方 

民生部門のエネルギー消費原単位の評価においては、所得要因、価格要因の他に、将来のエ

ネルギー需給に影響を及ぼすと想定される高齢化、世帯構成、女性の就業率をはじめとした

社会的要因や省エネルギーの進展も考慮に入れている。 

用途別の消費原単位の推計では、次式の回帰式を基本型としている。 

消費原単位= f(所得要因、価格要因、社会的要因、気温、省エネルギー) 

⚫ 社会的要因: 高齢化、世帯構成、女性の就業率、住宅に占める戸建比率等 

⚫ 省エネルギー: トップランナー基準を考慮した家電製品等の機器効率、住宅・建築物の

断熱効率、エネルギーマネジメント等 

エネルギー源別の消費原単位消費量 

「二次エネルギー価格モデル」において試算された価格やオール電化普及状況等に基づき、

エネルギー間競合を経て決定される。 

各種省エネルギー対策の設定 

投資回収年数受容曲線等を用いて普及状況および省エネルギー効果を測定。別途、業界関係

者、技術専門家等による情報を参考にしている。 

業種別: 電気・ガス事業・熱供給、水道、情報通信業、運輸業・郵便業、卸売業、小売

業、金融業・保険業、不動産業・物品賃貸業、教育・研究、宿泊業、飲食サービス業、

洗濯・美理容・浴場、娯楽他、医療保健福祉、対事業所サービス、公務、分類不能・内

訳推計誤差 

用途別: 暖房、冷房、給湯、厨房、動力照明他(5用途) 
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要素積上モデル 

販売ベースの機器効率から、販売年別残存保有台数を通して、保有ベースの機器効率を推計

する。トップランナー機器、高効率給湯器、住宅断熱の効果を明示的に織り込むことができ

る。 

図2.1-6 民生部門主要機器の要素積上モデルの構造 

 
 

(3)運輸部門 

運輸部門は、部門別(2区分)、輸送機関別(4区分)に分割している。 

部門別: 旅客部門、貨物部門 

輸送機関別: 自動車、鉄道、船舶、航空 

世帯数

タイムトレンド

○年製 販売台数

は、外生または

他のモデルより与えられる

トップランナー対象

14品目を

含む全34品目

経年残存率

残存保有台数

保有台数

保有ベース機器効率

○年製 販売台数 残存保有台数

○年製 販売台数 残存保有台数

・・・・・・・ ・・・・・・・

製造年度別 機器効率

（製品別トップランナー基準）

加重平均

○年製 機器効率

○年製 機器効率

○年製 機器効率

・・・・・・・



   
 

22 

図2.1-7 運輸部門のモデルの構造 

 
 

自動車部門 

エネルギー消費量算出の基本型 

 

エネルギー消費量=保有台数×走行距離／(保有理論燃費×使用状況係数) 

-各種省エネルギー対策 
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 電源構成モデル 

電源構成を設定する上での課題として、①総合エネルギー統計本表では火力発電量の内訳

が分からない、②総合エネルギー統計本表と同時系列表の発電量とが一致していないこと

が挙げられる。後者は総合エネルギー統計における燃料投入量と電気事業者の発電効率の

差分から推計している。一方、電源構成では化石燃料の自家発電量は総合エネルギー統計の

値を使っているものの、バイオマスと廃棄物は電力調査統計の自家発半期法の発電量を用

いている。 

表2.1-2 火力発電の将来の想定方法 

事業用発電 

(化石燃料) 

燃料種別発電量=燃料投入量×発電効率 

発電効率は長期エネルギー需給見通し公表時の改善を見込む 

事業用発電 

(バイオマス) 

燃料投入量=燃料種別発電量/発電効率 

発電量は長期エネルギー需給見通しのバイオマス・廃棄物 

発電効率は足元から一定 

事業用発電 

(廃棄物) 

燃料投入量=燃料種別発電量/発電効率 

発電量、発電効率ともに足元から横置き 

自家用発電 燃料種別発電量=燃料投入量×発電効率 

発電効率は足元から一定として推計 

足元の発電効率は総合エネルギー統計の燃料投入量と時系列表(電源構成)

の発電量から推計。総合エネルギー統計と時系列表(電源構成)の差分をそ

の他とする。 

 

石炭、石油、原子力、再生可能エネルギーの発電量は外生的に値を設定し、残りを事業用発

電のLNG火力として算定するようモデル化している。なお、今年度事業では新たに水素・ア

ンモニア発電のモデル化を行った。 

 モデルの更新 

新たなデータを追加したこと(2.2 データ更新)あるいは世の情勢が変化していることなどを

反映すべく、モデル式の再推計や構造の改善を施した。ただし、モデル全体としての骨格は

維持している。 

2.2 データ更新 

経済産業省が2015年7月に公表された長期エネルギー需給見通しは、原則として2013年度ま

での実績値に基づいている。しかしながら、総合エネルギー統計は2017年度に大幅改訂され、
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エネルギー消費量実績も遡及修正されたことから、長期エネルギー需給見通しで採用した

統計と最新統計との間に相違がある。また、実質GDP、鉱工業生産指数等、一部の経済指標

は基準年が変更され、遡及修正されたものもある。こうしたことに留意しつつ、長期エネル

ギー需給見通し公表後の情勢の変化を反映した分析を行うべく、データの更新を行った。以

下に、主要分野の状況を記す。 

国民経済計算 

内閣府「2019年度 国民経済計算年次推計」、同「四半期別GDP速報」、同「平成23年基準

支出側GDP系列簡易遡及」を用いてデータを更新した。すなわち、GDPおよびその支出コ

ンポーネントの収録は2019年度まで、分配項目等は2018年度までである。 

生産活動 

経済産業省「鉱工業指数」、同「経済産業省生産動態統計調査」、日本エネルギー経済研究

所「エネルギー・経済統計要覧」などを用いて2019年度までデータを更新した。なお、本分

析の趣旨に添い、一部系列の再集計などを行っている。 

人口、世帯数、業務用床面積 

総務省「人口推計」、同「住民基本台帳」、日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済

統計要覧」などを用いて2019年度までデータを更新した。 

輸送量 

国土交通省「自動車輸送統計」、同「鉄道輸送統計」、同「航空輸送統計」などを用いて2019

年度までデータを更新した。 

エネルギー需給 

経済産業省 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」(2018年度確報、2020年4月14日公表)

を用いて2018年度までデータを更新した。2020年11月18日には2019年度速報(2019年度値は

簡易表のみ)が公表されている。しかし、総合エネルギー統計速報は、データ未入手部分を

前年度値で代用していることなどのため、速報値で分析を行うことは適切ではない場合が

あり、本事業では採用しない。なお、本分析の趣旨に添い、日本エネルギー経済研究所「エ

ネルギー・経済統計要覧」などを用いて、家庭部門用途別エネルギー消費などの系列を推計

し追加している。 
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 モデル改善点 

省エネルギー対策量を漸増させてゆくと、産業部門においては生産量の減少や燃料転換を

背景に省エネルギー前のエネルギー需要が省エネルギー対策量を下回る状況が生じる場合

がある。省エネルギー対策量を控除後のエネルギー消費量が負値になることはもちろん、0

になることも現実には起こりえない。そこで、省エネルギー前のエネルギー消費量に応じて

省エネルギー対策の実効分を変化させるモデル化を行った。具体的には、省エネルギー前エ

ネルギー消費量は省エネルギー対策量の2倍以上が必要とした。換言すれば、省エネルギー

対策により、エネルギー消費は最大50%削減されることを想定していることになる。現実に

は省エネルギー率は対策の種類によりさまざまであろうが、ここでは便宜的に上記のよう

な扱いとした。 

電化が急速進展するケースでは、産業部門での消費されるエネルギーのうち鉄鋼還元用途

のエネルギーと蒸気は急速な電化の対象ではないが、それ以外はすべて電力によって代替

される。そして、2031年度以降徐々に、石炭製品製造、鉄鋼業最終消費の高炉還元・転換、

コークス炉で発生したCO2は回収する(CCS)と想定している。こうしたCO2回収にもエネル

ギーは必要であることから、その消費をモデル化した。なお、日本鉄鋼連盟の情報4を参照

し、CCSに要するエネルギーは2 GJ/t-CO2 = 175.2ktoe/Mt-C、CO2回収率は90%とした。 

電化が急速進展するケースでは、産業、業務の蒸気製造においてもヒートポンプが燃焼型ボ

イラーを置き換えることを新たに想定している。そこで、これまでなかった自家用蒸気製造

部門における電力投入・蒸気産出をモデル化した。なお、ヒートポンプは燃焼型ボイラーに

比べ一般に高効率であるが、ここではヒートポンプの蒸気産出/電力投入比率を便宜的に3と

した。また、省エネルギー対策の中には燃焼型ボイラーなどによる蒸気発生を対象としたも

のがある。電化進展により省エネルギー前のエネルギー需要が省エネルギー対策量を下回

る状況が発生しうるため、産業部門と同様に省エネルギー対策の実効分を変化させるモデ

ル化を行った。運輸部門においては、2050年に電気自動車が乗用車、貨物車のそれぞれ25%

を占めることを想定した。また、すべての乗用車、貨物車が電気自動車となる派生シナリオ

の計算を行った。 

 
4 https://www.jisf.or.jp/course50/tecnology02/ 
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年基準での見通しに大きな差異は生じなかった。これには、2020年7月31日公表の2011年基

準の内閣府見通しと、2021年1月21日公表の2015年基準の内閣府見通しが大きく変わってい

ないことが前提となっている。 

2.5 要因分解手法を援用した将来見通し手法 

 手法 

長期エネルギー需給見通しでは、2.1.3 エネルギー需給モデルの構造 に示すように、例えば

産業部門のエネルギー消費量は 

エネルギー消費 = 生産活動指標 × 消費原単位 - 各種省エネルギー対策 

に従い、消費原単位を2013年度値で固定して計算する。これは、資源エネルギー庁「長期エ

ネルギー需給見通し 参考資料」5に掲載されている省エネルギー対策が2013年度を基準とし

て算定されているためである。仮に、消費原単位を減少させて計算すると、その原単位減少

が「長期エネルギー需給見通し 参考資料」の省エネルギー対策の寄与である場合、省エネ

ルギー効果の二重計上が発生してしまう。消費原単位を2013年度値で固定して計算するの

は、こうした二重計上を回避する狙いがある。 

 
5 

http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/010/pdf/010_06.pdf 
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表2.5-1 長期エネルギー需給見通し 参考資料掲載の省エネルギー対策の例 

 
出所: 長期エネルギー需給見通し 参考資料 

 

しなしながら、エネルギー消費原単位の減少は、「長期エネルギー需給見通し 参考資料」

掲載の省エネルギー対策のみによってもたらされるわけでもない。そこで、長期エネルギー

需給見通しで用いられている上記手法とは異なる将来見通し手法を試行した。具体的には、

以下に示すとおり、エネルギー消費の定量的な現状分析において用いられる要因分解に

よって得られた各種要因を外挿することを試みた。 

1/ 最終エネルギー消費実績に地球温暖化対策推進本部「2018年度における地球温暖化対策

計画の進捗状況」6の省エネルギー実績(正値)を加算し、省エネルギー前最終エネルギー消費

を作成。これは、長期エネルギー需給見通しに掲載されていない省エネルギー効果を含んで

いる勘定。 

2/ 省エネルギー前最終エネルギー消費の前年度差を「GDP要因」「経済構造要因」「高付

加価値化要因」「原単位要因」「交絡項」へ分解。 

 
6 https://www.env.go.jp/press/files/jp/113641.pdf 
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/kWhとし、またゼロ・エミッション火力発電のコストは政府目標の20円/Nm3に概ね対応す

る12円/kWhと想定した。なお、実質割引率は8%として計算を行っている。 

太陽光および風力の発電コストおよび導入ポテンシャルについては、地球環境産業技術研

究機構(RITE)のDNE21+モデルに準じて図2.6-1のとおり設定した。ここでは横軸に累計導入

量をとり、縦軸に割引率8%でのLCOEを示している。太陽光発電についてはコスト高位ケー

スと低位ケースの2つを想定している。また、蓄電池のコストはNREL10の中位見通しに準じ、

2050年に150ドル/kWhとした。さらに、原子力発電は60年までの寿命延長を考慮し、2050年

に最大25GWの発電設備をもつと想定した。 

図2.6-1 太陽光・風力発電のポテンシャルとコスト 

 
 

 評価結果 

太陽光発電高コストケースの統合費用の推計結果を表2.6-1および図2.6-2に、高コストケー

スの統合費用の推計結果を表2.6-2および図2.6-3に示す。ここで「統合費用」とは次章に示す

とおり、電力システムの総費用から(最大設備位利用率下での) LCOE比例分を除いたものの

ことであるが、仮に太陽光発電量および風力発電量がゼロであったとしても統合費用はゼ

ロではないことに注意が必要である。これは、火力発電のみの系においても時間的に変動す

る電力需要に対応するため、一般的には設備利用率が低下することに相当する。 

 
10 W. Cole and A. Frazier, (2020). Cost Projections for Utility-Scale Battery Storage: 2020 Update. 

https://www.nrel.gov/docs/fy20osti/75385.pdf 
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これらのデータをもとに、500mメッシュごとおよび電力10地域(北海道、東北、東京、中部、

北陸、関西、中国、四国、九州、沖縄)ごとの土地利用区分別・居住地別(すべて、非居住地)

の陸上太陽光・風力発電ポテンシャル(容量、発電量)を計算できるExcelファイルを作成した。

計算に際して指定できる条件は以下のとおりである: 

⚫ 土地利用区分(保安林、国有林、民有林、農用地(牧草地以外)、農用地(牧草地)、“雑草地、

裸地、篠地”、湿地、ゴルフ場)それぞれについて、非居住地、居住地ごとの設置可能/設

置不可能と設置可能時の設置可能比率 

⚫ 自然保護区域での設置可能/設置不可能 

⚫ 傾斜角上限 

⚫ 標高上限 

⚫ 積雪上限 

⚫ 全天日射下限(太陽光) 

⚫ 年間平均風速下限(陸上風力) 

⚫ 単位面積あたり容量(太陽光) 

⚫ 単位面積あたり容量(陸上風力) 

⚫ 太陽光・風力競合地判定: 太陽光と風力のいずれが導入されるかを“経済性”で決定、も

しくは分析者が“指定” 
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図3.1-1 陸上太陽光・風力発電ポテンシャル試算の条件設定、結果表示シート(部分) 

 
 

なお、本Excelファイルはマクロを用いている。データの更新もしくは条件の変更を計算結

果に反映させるためには「再計算」ボタンを押して再計算を実行する必要がある。 

また、設置ポテンシャル(MW。日射量を反映した発電量ではない)をインタラクティブかつ

グラフィカルに確認するために、Excelの3Dマップを用いた表示を行うためのファイルもあ

わせて作成した。 

図3.1-2 陸上太陽光・風力発電設置ポテンシャル試算の結果表示ファイル(陸上太陽光、部

分) 
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図3.2-1 洋上風力発電ポテンシャル試算の条件設定、結果表示シート(部分) 

 
 

なお、本Excelファイルはマクロを用いている。データの更新もしくは条件の変更を計算結

果に反映させるためには「再計算」ボタンを押して再計算を実行する必要がある。 

また、設置ポテンシャル(MW。風況を反映した発電量ではない)をインタラクティブかつグ

ラフィカルに確認するために、Excelの3Dマップを用いた表示を行うためのファイルもあわ

せて作成した。 

図3.2-2 洋上風力発電ポテンシャル試算の結果表示ファイル(部分) 
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び陸上風力の導入ポテンシャルの基礎をなす部分が3割程度違うと見ると捨象しがたい側

面もある。 

ここでは、その大きな理由であると推察される利用データ・集計方法の違いに着目し、実例

を用いて概説する。なお、導入ポテンシャルの評価においては、森林・農地の細分化、湿地、

がけの扱いなどさらに処理を施すのではあるが、ここではこうした細部には立ち入らず大

きな流れを示すこととする。 

 土地利用区分の集計方法 

本集計でも電力中央研究所レポートでも共通して、まず国土交通省の国土数値情報 土地利

用データを用いて500mメッシュの土地利用状況を集計している。ただし、本集計では100m

メッシュデータを500mメッシュに積み上げている。これに対し、電力中央研究所レポート

では1kmメッシュデータを約4分の1ずつ500mメッシュに配分している―言い換えれば

1kmメッシュでの利用種別シェアを500mメッシュに当てはめている。 

その後、電力中央研究所レポートでは、500mメッシュ内に居住人口が1人でもあれば、国土

数値情報 土地利用データでの土地利用種が何であれ、そのメッシュは居住地と区分する(本

集計でも居住地の区分の考慮が必要な際はこれに従っており、ここでも電力中央研究所レ

ポートとの比較のため居住地を区分している)。なお、居住人口は、本集計では2015年時点、

電力中央研究所レポートでは2010年時点である。 
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 集計例 

500mメッシュごとのデータを1kmメッシュあるいは日本全国値に単純に合算するのであれ

ば、本集計で用いた方法と電力中央研究所レポートでの集計方法との間には大きな差は生

じにくい。しかしながら、上記のとおり国土数値情報 土地利用データでの土地利用種別に

加え、居住地という土地区分を設けている。このため、同じような結果には必ずしもならな

い。以下に1kmメッシュ48300687 (宮崎県えびの市付近)を例として示す。 

電力中央研究所レポートでの集計方法を簡易再現して集計したものが図3.3-1である。1km

メッシュ48300687における各用途を4分割15し、500mメッシュ483006871～483006874に配分

している。その後、居住人口がある500mメッシュ483006871、483006872は居住地として区

分している。結果、1kmメッシュ48300687における荒地は12.0haとなる。なお、荒地から湿

地、がけを除いたものが、着目している雑草地、裸地、篠地である。 

一方、本集計では、100mメッシュの値を500mメッシュに統合している(図3.3-2)。その後の

居居住地の区分については、電力中央研究所レポートでの集計方法と同じである。結果、

1kmメッシュ48300687における荒地は電力中央研究所レポートより大きな18.5haとなる。 

 
15 メッシュは緯度と経度とで分割されている。そのため、ある3次メッシュ(1kmメッシュ)に含まれる4つ

の4次メッシュ(500mメッシュ)の面積は厳密には同一にはならない。電力中央研究所レポートではその補

正を行っているとしているが、同一3次メッシュに含まれる4つの4次メッシュ面積の差は極わずかであ

る。 
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 評価 

国土数値情報 土地利用データを単純に処理し、1kmメッシュあるいは日本全国値に単純に

合算するのであれば、本集計での方法でも電力中央研究所レポートでの方法でも結果はほ

ぼ変わらない(図3.3-1、図3.3-2での「居住地区分前」の値)。しかしながら、居住地という国

土数値情報 土地利用データにない利用区分を導入したことにより、結果に差異が生じてい

る。 

土地利用が人の居住と無相関であれば両者の違いは無視しうる程度であろう。しかしなが

ら、例えば建物用地は人の居住と正の相関、荒地や森林は負の相関を持つのではないかと推

察される。そうであれば、100mメッシュデータに基づく本集計の方が実態により近いもの

と考えられる。 
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第4章 エネルギー・環境関連の統計データ収集・分析支援 

4.1 水素調達に関する分析依頼 

以下に示すように、「水素の調達にかかる経済性・供給量ポテンシャルに関する情報の整理」

を行い、2020年4月24日に中間報告し、フィードバックを受けて、4月27日と4月28日に修正

を加えつつ、5月7日に納品した。 

依頼開始日 

2020年4月16日 

経済産業省 資源エネルギー庁(METI/ANRE) 

公表論文・報告書等における水素供給パスごとの経済性や供給ポテンシャルの情報の整理 

結果報告日 

2020年5月7日(4月24日 中間報告、4月27日・28日修正報告) 

日本エネルギー経済研究所(以下、IEEJ) 

添付ファイル 

水素価格分析(20200507).xlsx 
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図4.1-1「まとめ」シート(時点3種別)…水素供給パスごとのシートの最高・最低値を整理 

 

 

 

時点 直近 ←プルダウンで選択

発熱量 MJ/Nm3-H2 12.8 12.8 17.3 39.8

水素 CN水素 CNメタン

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

最小ケース コスト 円/Nm3-H2 － 40.0 60.1 － 円/Nm3-NH3 52.7 14.9 円/Nm3-CH4 － －

原料費 円/Nm3-H2 － 20.0 28.1 － 円/Nm3-NH3 46.0 4.0 円/Nm3-CH4 － －

製造装置 円/Nm3-H2 － 0.0 6.4 － 円/Nm3-NH3 0.0 0.9 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 － 円/Nm3-NH3 0.0 3.3 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2 － 20.0 25.6 － 円/Nm3-NH3 6.7 1.3 円/Nm3-CH4 － －

貯蔵費 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 － 円/Nm3-NH3 0.0 5.4 円/Nm3-CH4 － －

水素変換 円/Nm3-H2 － 40.0 60.1 － 円/Nm3-H2 65.8 18.6

エネ研日独報告書→ 火力発電 円/kWh － 23.8 34.9 －

29ページより水素発電

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

最大ケース コスト 円/Nm3-H2 － 52.0 64.0 － 円/Nm3-NH3 52.7 27.8 円/Nm3-CH4 － －

原料費 円/Nm3-H2 － 32.0 30.7 － 円/Nm3-NH3 46.0 12.3 円/Nm3-CH4 － －

製造装置 円/Nm3-H2 － 0.0 7.7 － 円/Nm3-NH3 0.0 0.9 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 － 円/Nm3-NH3 0.0 8.0 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2 － 20.0 25.6 － 円/Nm3-NH3 6.7 1.3 円/Nm3-CH4 － －

貯蔵費 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 － 円/Nm3-NH3 0.0 5.4 円/Nm3-CH4 － －

水素変換 円/Nm3-H2 － 52.0 64.0 － 円/Nm3-H2 65.8 34.8

火力発電 円/kWh － 30.4 37.0 －

ポテンシャル Nm3-H2 3,445億 120~180億 － － Nm3-NH3 8.4億 152億 Nm3-CH4 90~430億 －

(足元は3億) ※非化石電気由来なので原材料費は最大最小ケース共通

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

エネルギーロス トータル MJ/Nm3-H2

（最小ケース） 原料費 MJ/Nm3-H2

製造装置 MJ/Nm3-H2

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2

貯蔵費 MJ/Nm3-H2

水素変換 MJ/Nm3-H2

火力発電 kWh/Nm3-H2 － － － －

直近 アンモニア

2030以降 CNアンモニア

直近でCNアンモニア情報無､2030年以降はすべてCNアンモニア

「現在〇％を将来△％」にして「〇円を△円」にと、２段構えで示した既存研究がほぼないものと認識。

①設備投資を「積極的に行う」か「必要最小限に止める」か「無視する」か、その規模の大小（特に船舶等の投資）も相違

②設備の稼働率をどの程度に置くか、高く置く場合には系統電力と接続しＣＣＳもしくはクレジットか

③再エネ水素を作る電力単価（円/kWh）をいくらで置くか（その単価に至るＰＶの普及度合は）

④「既存技術で淡々と積み上げて計算」、「2030年までの新規技術開発を含めて計算」「政府目標を達成前提で逆算」など

ポジションの異なる既存研究の最大と最小を取り比較するしても有意な結果が得られませんでした。

ガスと水の制約がなければ無尽蔵。年間LNG輸入量
をすべて水素化した場合にこの数値(一案)

時点 2030 ←プルダウンで選択

発熱量 MJ/Nm3-H2 12.8 12.8 17.3 39.8

水素 CN水素 CNメタン

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

最小ケース コスト 円/Nm3-H2 24.7 40.0 39.6 35.5 円/Nm3-NH3 － 22.8 円/Nm3-CH4 82.6 154.1

原料費 円/Nm3-H2 5.9 20.0 6.4 10.0 円/Nm3-NH3 － 8.8 円/Nm3-CH4 56.9 154.1

製造装置 円/Nm3-H2 1.8 0.0 7.7 18.0 円/Nm3-NH3 － 8.8 円/Nm3-CH4 19.5 －

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2 0.0 0.0 0.0 4.0 円/Nm3-NH3 － 2.0 円/Nm3-CH4 0.0 －

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2 17.0 20.0 25.6 2.0 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 6.2 －

貯蔵費 円/Nm3-H2 0.0 0.0 0.0 1.5 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 0.0 －

水素変換 円/Nm3-H2 24.7 40.0 39.6 35.5 円/Nm3-H2 － 28.5

エネ研日独報告書→ 火力発電 円/kWh 15.4 23.8 23.6 21.3

29ページより水素発電

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

最大ケース コスト 円/Nm3-H2 41.7 52.0 204.6 77.9 円/Nm3-NH3 － 95.8 円/Nm3-CH4 174.1 154.1

原料費 円/Nm3-H2 5.9 32.0 29.4 35.5 円/Nm3-NH3 － 50.7 円/Nm3-CH4 93.6 154.1

製造装置 円/Nm3-H2 1.8 0.0 149.6 33.2 円/Nm3-NH3 － 36.8 円/Nm3-CH4 74.3 －

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2 0.0 0.0 0.0 0.0 円/Nm3-NH3 － (原料費IN) 円/Nm3-CH4 0.0 －

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2 34.0 20.0 25.6 2.2 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 6.2 －

貯蔵費 円/Nm3-H2 0.0 0.0 0.0 6.9 円/Nm3-NH3 － 6.7 円/Nm3-CH4 0.0 －

水素変換 円/Nm3-H2 41.7 52.0 204.6 77.9 円/Nm3-H2 － 119.7

火力発電 円/kWh 24.7 30.4 114.4 44.6

ポテンシャル Nm3-H2 3,445億 120~180億 － － Nm3-NH3 8.4億 152億 Nm3-CH4 90~430億 －

(足元は3億) ※非化石電気由来なので原材料費は最大最小ケース共通

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

エネルギーロス トータル MJ/Nm3-H2

（最小ケース） 原料費 MJ/Nm3-H2

製造装置 MJ/Nm3-H2

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2

貯蔵費 MJ/Nm3-H2

水素変換 MJ/Nm3-H2

火力発電 kWh/Nm3-H2 － － － －

直近 アンモニア

2030以降 CNアンモニア

直近でCNアンモニア情報無､2030年以降はすべてCNアンモニア

「現在〇％を将来△％」にして「〇円を△円」にと、２段構えで示した既存研究がほぼないものと認識。

①設備投資を「積極的に行う」か「必要最小限に止める」か「無視する」か、その規模の大小（特に船舶等の投資）も相違

②設備の稼働率をどの程度に置くか、高く置く場合には系統電力と接続しＣＣＳもしくはクレジットか

③再エネ水素を作る電力単価（円/kWh）をいくらで置くか（その単価に至るＰＶの普及度合は）

④「既存技術で淡々と積み上げて計算」、「2030年までの新規技術開発を含めて計算」「政府目標を達成前提で逆算」など

ポジションの異なる既存研究の最大と最小を取り比較するしても有意な結果が得られませんでした。

ガスと水の制約がなければ無尽蔵。年間LNG輸入量
をすべて水素化した場合にこの数値(一案)

時点 2050 ←プルダウンで選択

発熱量 MJ/Nm3-H2 12.8 12.8 17.3 39.8

水素 CN水素 CNメタン

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

最小ケース コスト 円/Nm3-H2 － 40.0 58.8 25.5 円/Nm3-NH3 － 17.6 円/Nm3-CH4 － －

原料費 円/Nm3-H2 － 20.0 29.4 7.5 円/Nm3-NH3 － 6.0 円/Nm3-CH4 － －

製造装置 円/Nm3-H2 － 0.0 － 10.0 円/Nm3-NH3 － 6.4 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 2.5 円/Nm3-NH3 － 2.0 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2 － 20.0 29.4 1.5 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 － －

貯蔵費 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 4.0 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 － －

水素変換 円/Nm3-H2 － 40.0 58.8 25.5 円/Nm3-H2 － 22.0

エネ研日独報告書→ 火力発電 円/kWh － 23.8 34.2 15.8

29ページより水素発電

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

最大ケース コスト 円/Nm3-H2 － 52.0 72.9 27.5 円/Nm3-NH3 － 17.6 円/Nm3-CH4 － －

原料費 円/Nm3-H2 － 32.0 49.9 7.5 円/Nm3-NH3 － 6.0 円/Nm3-CH4 － －

製造装置 円/Nm3-H2 － 0.0 － 6.0 円/Nm3-NH3 － 6.4 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2 － 0.0 0.0 4.0 円/Nm3-NH3 － 2.0 円/Nm3-CH4 － －

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2 － 20.0 0.0 2.0 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 － －

貯蔵費 円/Nm3-H2 － 0.0 23.0 8.0 円/Nm3-NH3 － 1.6 円/Nm3-CH4 － －

水素変換 円/Nm3-H2 － 52.0 72.9 27.5 円/Nm3-H2 － 22.0

火力発電 円/kWh － 30.4 41.9 16.9

ポテンシャル Nm3-H2 3,445億 120~180億 － － Nm3-NH3 8.4億 152億 Nm3-CH4 90~430億 －

(足元は3億) ※非化石電気由来なので原材料費は最大最小ケース共通

国内・ガス改質 国内・副生 国内・再エネ 海外・再エネ 国内製造 海外 国内製造 海外

エネルギーロス トータル MJ/Nm3-H2

（最小ケース） 原料費 MJ/Nm3-H2

製造装置 MJ/Nm3-H2

輸送費（海外輸送） 円/Nm3-H2

輸送費（国内配送） 円/Nm3-H2

貯蔵費 MJ/Nm3-H2

水素変換 MJ/Nm3-H2

火力発電 kWh/Nm3-H2 － － － －

直近 アンモニア

2030以降 CNアンモニア

直近でCNアンモニア情報無､2030年以降はすべてCNアンモニア

「現在〇％を将来△％」にして「〇円を△円」にと、２段構えで示した既存研究がほぼないものと認識。

①設備投資を「積極的に行う」か「必要最小限に止める」か「無視する」か、その規模の大小（特に船舶等の投資）も相違

②設備の稼働率をどの程度に置くか、高く置く場合には系統電力と接続しＣＣＳもしくはクレジットか

③再エネ水素を作る電力単価（円/kWh）をいくらで置くか（その単価に至るＰＶの普及度合は）

④「既存技術で淡々と積み上げて計算」、「2030年までの新規技術開発を含めて計算」「政府目標を達成前提で逆算」など

ポジションの異なる既存研究の最大と最小を取り比較するしても有意な結果が得られませんでした。

ガスと水の制約がなければ無尽蔵。年間LNG輸入量
をすべて水素化した場合にこの数値(一案)
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4.2 新型コロナウイルス影響下のエネルギー市場情勢 

以下に示すように、「新型コロナウイルス影響下でのエネルギー市場情勢の直近の動きと中

期の見通しの調査」を行い、2020年5月12日に第一報し、5月22日にもフィードバックを受け

て納品した。 

依頼開始日 

2020年5月11日 

METI/ANRE 

新型コロナウイルス影響下でのエネルギー市場情勢の議論に資するレポート・データなど

の情報収集 

 

結果報告日 

2020年5月12日、5月22日 

IEEJ 

添付ファイル 

新型コロナ直近中期影響(20200522).xlsx 
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図4.2-1 新型コロナ直近中期影響のレポート・データ等の調査(2020/5/22時点) 

 

日本エネルギー経済研究所

ポストコロナのエネルギー動向に係るレポート・データ等のご紹介

【新型コロナ影響種別・分類】

①資源燃料市場の足下の分析、直近・中期での見通し（国内・海外（EU/米/中））（WTIの先物ネガティブプライスの影響や、在庫のだぶつきがもたらす影響など）

②電力市場の足下の分析、直近・中期での見通し（国内・海外（EU/米/中））

③海外におけるエネルギー×経済対策の動き（EUはこの需要のシュリンクを受け、グリーン投資をさらに経済対策としたいなど）

④需要サイドの足下の変化と今後も定着するであろう部分の分析（テレワークなどが定着するなど、とその影響）

↓

情報提供日 収集担当 新型コロナ影響種別 執筆者 レポートタイトル 概要コメント 公表日 リンク/添付

1 5月12日

戦略/電力

新ｴﾈ/環境/

計量分析

①～③全般

日本エネル

ギー経済研究

所

IEEJ NEWS LETTER No.200 添付２ページ・要旨ご参照（ゴールデンウィーク前までの状況） 5月1日 https://eneken.ieej.or.jp/data/8930.pdf

2 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

Oxford

Energy

Institute

Shocks and Differentials:

How are oil markets

coping?

【石油】原油価格の極端な変動と高いボラティリティ、価格差とスプレッ

ドの変動の深刻化。需給バランスの崩壊。(4月上旬までの状況でマイナス

価格はまだ記録していない)

4月6日

https://www.oxfordenergy.org/wpcms/wp-

content/uploads/2020/04/Shocks-and-

Differentials-how-are-oil-markets-coping.pdf

3 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

Oxford

Energy

Institute

A Comparative History of

Oil and Gas Markets and

Prices: is 2020 just an

extreme cyclical event or

an acceleration of the

energy transition?

【ガス】(注：新型コロナの影響に係る記述はありません)

「石油市場との対比におけるガス市場の価格決定メカニズム」に着目して

歴史的な経緯をまとめた詳細レポート。

4月22日

https://www.oxfordenergy.org/wpcms/wp-

content/uploads/2020/04/Insight-68-A-

Comparative-History-of-Oil-and-Gas-Markets-

and-Prices pdf

4 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

Oxford

Energy

Institute

Is the Worst of the Oil

Crisis Behind Us?

【石油】ロックダウンの緩和（需要側要素）と供給側要素（OPEC+の減産

やOPEC+外での生産減少）によって、2020年第3四半期には市場はバラン

スすると考えられる。

5月11日

https://www.oxfordenergy.org/wpcms/wp-

content/uploads/2020/05/Is-the-Worst-of-the-

Oil-Crisis-Behind-Us.pdf

5 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

European

Commission

Statement by

Commissioner Kadri

Simson following the High-

Level Videoconference of

Energy Ministers

【欧州】グリーンディールは新型コロナウイルスからの復興計画において

核心となり、エネルギー分野は重要な役割を果たすだろう。以下の3つが

潜在的に焦点を当たる分野とみている：①建物のリノベーションの加速、

②再生可能エネルギー開発の加速、③革新的なクリーンエネルギー技術へ

の投資。

4月29日
https://ec.europa.eu/commission/presscorner/

detail/en/STATEMENT_20_767

6 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

Centre for

European

Policy

Studies

The European Green Deal

after Corona: Implications

for EU climate policy

【欧州】復興措置が、気候変動と欧州グリーンディールの優先事項に適合

していることを確認し、資金が気候中立的な世界における経済活動に流れ

るようにすることが重要。

3月

https://www.ceps.eu/download/publication/?id

=26869&pdf=PI2020-06_European-Green-Deal-

after-Corona.pdf

7 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し
E3G

Recovering better: a green,

equitable and resilient

recovery from coronavirus

【欧州】グリーンで公平、レジリエントな復興計画の構成要素として、デ

ジタルインフラ、断熱・エネルギー効率の向上、輸送、再生可能エネル

ギー等について言及。

3月30日
https://www.e3g.org/docs/27_04_20_E3G_Reco

ver_better_briefing_note_.pdf

8 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

ASEAN

Center for

Energy

Assessing the Impact of

COVID-19 Pandemic on

Energy and Climate Change

in ASEAN

ASEAN Center for Energy

【アジア】①石油・ガス：需要の急落、供給不足、価格の急落は、特に

ASEAN諸国の石油・ガス市場を暗いものに。それでも石油輸入国にはプラ

スの影響があるかもしれず、燃料価格低下はCOVID-19の社会的影響をあ

る程度和らげられる。これは景気減速のシグナルかもしれないが、楽観的

な考えも依然残る。

②再エネ：再エネ分野もパンデミックの影響を受け、サプライチェーンや

物流の混乱によってプロジェクトの延期が避けられない状況。政府の目標

や優先順位がまだ固まっていないため、パンデミックは再エネに機会と脅

威の両方をもたらしている。しかし、パンデミックは、経済回復後のエネ

ルギー転換と再エネ産業をどのように形成するかについて、希望の光を与

えるとの楽観的な見方もある。

③電力：政府には、パンデミックの影響を受けた市民に電力を供給する余

裕を持たせることと、電力会社が収入減に耐えられるように支援すること

の二つのバランスを取るための緊急政策が必要とされている。

5月12日 https://accept.aseanenergy.org/covid-19/

9 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し
ERIA

Implications of the COVID-

19 Crisis for the Energy

Sector and Climate Change

in ASEAN

【アジア】低油価はクリーンエネルギー源の競争力を弱め、クリーンエネ

ルギーへの転換を阻害する。

テレワークのような現在進んでいる行動変容は、パンデミック後のエネル

ギー消費パターンを変化させ、低炭素な将来を促進する。

エネルギー価格は産業競争力に影響するため、低迷する景気回復期には

affordableなものにすべきだ。

ASEANは、地域のエネルギー安全保障、レジリエンス、気候変動目標

（例：電力網の拡大や石油備蓄の増加）を強化するための施策で、新たな

投資機会をつかむべきである。

4月

https://www.eria.org/uploads/media/policy-

brief/Implications-of-the-COVID-19-Crisis-for-

the-Energy-Sector-and-Climate-Change.pdf

10 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し
TERI, India

Impact of Coronavirus on

the Indian Energy Sector

【アジア】長期的には、景気減速の長期化による需要の下方修正や、国際

的なサプライチェーンの復旧や資金供給の遅れからエネルギーインフラの

整備が遅れる可能性。一方、ロックダウンによって大気汚染が大きく改善

しており、清浄な大気の恩恵を再確認したことで今後のエネルギー利用や

投資に変化が生じるかもしれない。

5月7日
https //www teriin org/article/impact-

coronavirus-indian-energy-sector

11 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

Afirican

Union

African Union and IRENA to

Advance Renewables in

Response to Covid-19

【アフリカ】アフリカ連合委員会（AUC）と国際再生可能エネルギー機関

（IRENA）は、アフリカのCovid-19への対応を強化するために、大陸全体

で再エネを前進させるの緊密な協力に合意。特に医療機器や衛生改善する

ため、水汲み等の重要サービスの電力供給に再エネを利用し、健康問題に

対処する地方の保健センターやコミュニティの能力を改善しパンデミック

対応を強化。

4月17日

https://au.int/en/pressreleases/20200417/afric

an-union-and-irena-advance-renewables-

response-covid-19

12 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し
World Bank

COVID-19 (Coronavirus)

Drives Sub-Saharan Africa

Toward First Recession in

25 Years

【アフリカ】世界銀行によるアフリカ経済の見通し。サハラ以南のアフリ

カの成長は新型コロナで大きな影響を受け、2019年の2.4％から2020年予

測を2.1減少～5.1％減少へ急激に低下すると予測。

4月9日

https://www.worldbank.org/en/news/press-

release/2020/04/09/covid-19-coronavirus-

drives-sub-saharan-africa-toward-first-

recession-in-25-years

13 5月12日 戦略
①資源燃料市場の足元

/直近・中期見通し

Chatham

House

Beyond Lockdown: Africa’s

Options for Responding to

COVID-19

【アフリカ】いかにアフリカが医療・衛生面など疾病対応やクラスター追

跡など調査能力で世界的に劣るか。中央値が20歳代だが慢性的栄養失調で

免疫力が弱く、HIV・結核・マラリアも流行。2020年の大陸経済は最大

5.1％減少(25年ぶりに減少)する見込み。

4月21日

https://www.chathamhouse.org/expert/comme

nt/beyond-lockdown-africa-s-options-

responding-covid-19

14 5月12日 電力新ｴﾈ
②電力市場の足元/直

近・中期見通し
米EIA

Daily electricity demand in

New York falls about 13%

after COVID-19 mitigation

efforts

ニューヨーク地区の平日の電力需要は3・4月約13％(11％～14％)減少。他

地域よりも顕著な減。
5月6日

https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?i

d=43635

15 5月12日 電力新ｴﾈ
②電力市場の足元/直

近・中期見通し
米EIA

Daily electricity demand

impacts from COVID-19

mitigation efforts differ by

region

Midcontinent Independent System Operator (MISO)地区の平日の電力需要

は3・4月9～13％減少。その一方、フロリダではほとんど変化がない(住宅

用需要の高さと暖房需要の違い)。

5月7日
https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?i

d=43636

16 5月12日 電力新ｴﾈ
②電力市場の足元/直

近・中期見通し
米PJM社

PJM Coronavirus (COVID-

19) Information

及び Pandemic

Coordination

PJM社管轄地区の平日のピーク負荷は約8～10％減、総需要は7％減。週末

は2～4％と影響が少ない。
5月11日

https://www.pjm.com/about-

pjm/newsroom/info-connection.aspx

https://pjm.com/committees-and-

groups/pandemic-coordination.aspx



   
 

63 

 
  

情報提供日 収集担当 新型コロナ影響種別 執筆者 レポートタイトル 概要コメント 公表日 リンク/添付

17 5月12日 電力新ｴﾈ
②電力市場の足元/直

近・中期見通し

ニューヨーク

独立系統運用

者(NYISO)

Estimated  Impacts of

COVID-19 on NYISO

Demand

電力需要の分析。グラフと数表のみ。 5月5日

https://www.nyiso.com/documents/20142/1217

4395/NYISO-COVID-19-

DemandImpactEstimates-

20200505.pdf/f0867663-0b74-9724-38ab-

8802f85b6a0d?t=1588787286990

18 5月12日 電力新ｴﾈ
②電力市場の足元/直

近・中期見通し

カリフォルニ

ア独立系統運

用者

(California

ISO)

COVID-19 Impacts to

California ISO Load&

Markets:

電力需要の分析(平日の平均負荷が4.9％減少、ピーク時最大7.5%減少、週

末の平均負荷が1.1％減少、ピーク時最大3％減少、エネルギー価格は下

落。前日市場9ドル/MWh、リアルタイム市場10ドル/MWh)

5月5日
http://www.caiso.com/Documents/COVID-19-

Impacts-ISOLoadForecast-Presentation.pdf

19 5月12日 電力新ｴﾈ
②電力市場の足元/直

近・中期見通し

英National

Grid ESO
SummerOutlook

夏季の需要分析。日中の電力需要はPre-Covidに対しPost-Covidは96～

80％の幅(4～20％減少)で3つのシナリオを想定。
4月15日

https //www nationalgrideso com/document/16

7541/download

20 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き

オランダ外交

官発言(ベル

ギー・

EURACTIV)

Dutch spell out green ideas

for EU recovery fund

オランダ、EU経済回復基金のグリーン化を提案。気候変動対策など６つの

環境目標の１項目以上に大きく貢献しかつ重大な害を及ぼさない経済活動

に限りEUから基金を受け取る仕組みとすべきとした。

4月27日

https://www.euractiv.com/section/energy-

environment/news/dutch-spell-out-green-

ideas-for-eu-recovery-fund/

21 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き

IMF専務理事

発言(Climate

Home News)

IMF chief: $1 trillion post-

coronavirus stimulus must

tackle climate crisis

IMF専務理事Kristalina Georgieva氏は「１兆ドルのポストコロナ経済刺激

策は気候変動対策、グリーン投資に振り向け、歳入増には炭素税を検討し

民間部門のCO2排出量削減を」と提言。

4月29日

https://www.climatechangenews.com/2020/04/

29/imf-chief-1-trillion-post-coronavirus-

stimulus-must-tackle-climate-crisis/

22 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き

英オックス

フォード大

キャメロン教

授等発言※

(The

Guardian)

Green stimulus can repair

global economy and

climate, study says

英オックスフォード大のキャメロンヘプバーンが「英国の住宅ストック、

EV充電網の構築、サイクリングロード、洪水からの防護、植林などのエネ

ルギー効率プログラムは、低～中程度の熟練労働を供給し、気候変動と経

済活性化でメリットがある。」と発言。

5月8日

https://www.theguardian.com/environment/202

0/may/05/green-stimulus-can-repair-global-

economy-and-climate-study-says

23 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き

米コロンビア

大スティグ

リッツ教授等

発言※(The

Japan Times)

Green recoveries' can

revive coronavirus-hit

economies and tackle

climate change, study says

米コロンビア大のジョセフスティグリッツや英気候専門家のニコラスス

ターン等が「再エネやエネルギー効率向上等のグリーンプロジェクトがよ

り多くの雇用を創出し、より高い短期的利益をもたらし、従来の刺激策と

比較して長期的なコスト削減につながる」と提言。

5月5日

https://www.japantimes.co.jp/news/2020/05/0

5/world/science-health-world/green-recovery-

can-tackle-economy-and-

climate/#.XrnmVUBuJPZ

24 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き

同上※２つ

(BusinessGr

een)

Leading economists: Green

COVID-19 recovery best for

jobs and growth

上述２件の合算のような内容（英キャメロン・米スティグリッツ共に共同

執筆者で同一案件に関して述べていたと分かるもの）
5月8日

https://www.greenbiz.com/article/leading-

economists-green-covid-19-recovery-best-jobs-

and-growth

25 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き
IEA

Energy efficiency can boost

economies quickly, with

long-lasting benefits

省エネを含むクリーンエネルギー分野への投資は、雇用と経済活動を向上

させる大きな機会となる。建物のエネルギー高効率化や家電等の買い替え

はエネルギーと経済の両面において効果的である。

4月8日

https //www iea org/commentaries/energy-

efficiency-can-boost-economies-quickly-with-

long-lasting-benefits

26 5月12日 環境
③海外エネ×経済対策

の動き
IEA

Energy efficiency and

economic stimulus

経済の安定を確保する取り組みにおいて、エネルギー効率は、世界中のク

リーンエネルギーの移行をサポートしながら、雇用と経済成長を後押しす

る上で果たすべき重要な役割を持っている。

4月8日
https://www.iea.org/articles/energy-efficiency-

and-economic-stimulus

27 5月12日 計量分析
④需要サイド・足元変

化と今後の定着
米・CSIS

Energy and Emissions after

Covid-19: A First Cut

コロナ禍による倒産、失業などで人々の生活はコロナ前には完全には戻ら

ない。
4月9日

https://www.csis.org/analysis/energy-and-

emissions-after-covid-19-first-cut

28 5月12日 計量分析
④需要サイド・足元変

化と今後の定着
欧・FSR

A note on energy policies

for sustainability after

Covid-19

コロナ後の働き方や人の動きの変化は長続きせず、広範囲なものではな

い。

したがって、気候変動対策は重要。

4月22日
https://fsr.eui.eu/a-note-on-energy-policies-

for-sustainability-post-covid-19/

29 5月12日 計量分析
④需要サイド・足元変

化と今後の定着

キヤノング

ローバル戦略

研究所 杉山

大志

コロナウイルス後の温暖化

対策： 「デジタル化の推

進」と「化石燃料・原子力

による安価なエネルギー供

給」で経済成長と温暖化対

策の両立を図れ

感染抑止を契機として、経済のデジタル化が急速に進む。デジタル化が進

むことで、エネルギー需要などを大幅に減らすことが可能になる。経済回

復の局面では、燃料費が安い石炭火力に大いに頼るべきである。

4月24日
https://www.canon-

igs.org/column/energy/20200424_6367.html

30 5月22日 戦略
①資源燃料市場の「中

期」見通し

hellenicshipp

ingnews

EIA expects lower natural

gas production in 2020

【米国】米EIAは5月の短期エネルギー見通しにおいて、米国の2020年の天

然ガス商業生産は5%減少する予想を立てている。新型コロナウィルスによ

る経済への影響が理由である。米国の天然ガス商業生産量は2019年の

99.2Bcf/dから2020年は平均で94.3Bcf/dに減少する見通しである。2020年

のHnery Hub天然ガススポット価格予想は2.16ドル/mmbtuで、2019年平

均の2.57ドル/mmbtuから約41セント/mbtu低い。

5月15日
https://www.hellenicshippingnews.com/eia-

expects-lower-natural-gas-production-in-2020/

31 5月22日 戦略
②電力市場の「中期」

見通し
Reuters

U.S. electricity use to drop

by record amount in 2020

due coronavirus

【米国】米EIAは2020年の米国の電力消費量は3,716TWhと2019年の

3,896TWhから4.6%減する予測を立てている 。2021年は3,753TWhに増加

する予測である。部門別では商業用および産業用は2020年は6.5%減少する

見通しである。多くの事務所や工場が閉鎖や稼働を落としているからであ

る。一方、家庭用は1.3%減少の予想である。

5月15日

https://www.reuters.com/article/us-usa-

electricity-outlook/u-s-electricity-use-to-drop-

by-record-amount-in-2020-due-coronavirus-

idUSKBN22Q2UK

32 5月22日 戦略
①資源燃料市場の「中

期」見通し
The Hill

Obama energy secretary:

Coronavirus economic

fallout could cause

'permanent' changes in oil

industry

【米国】Former Energy Secretary Ernest Moniz前DOE長官は、コロナ禍

によるエネルギー産業への影響は長期化し、経済の再生と共に石油需要が

再び増大するとしても、現在発生していることはstructural changesであ

り、石油産業が過去の姿で再生することはないとの見方を述べた。

5月12日

https://thehill.com/policy/energy-

environment/497856-moniz-economic-fallout-

could-force-permanent-structural-changes-in

33 5月22日 戦略

①資源燃料市場の「中

期」見通し

③海外におけるエネル

ギー×経済対策の動向

の「中期見通し」

湖南大学工商

管理学院

张跃军 石威

疫情过后能源供需将迎强劲

反弹

【中国】新型コロナの影響でエネルギー需要は第三次産業で大幅に低下す

るなどの影響があったが、コロナ収束に合わせて需要は急速に回復。エネ

ルギー供給は一時的に支障が発生したが、長期的な影響は少ない。今回の

コロナの影響を踏まえて、エネルギー当局はエネルギー緊急時の対応メカ

ニズムの構築が必要。国の緊急管理部門はビッグデータ、ＡＩ等の活用に

より関係部門との連携を進め、また石炭・石油・天然ガスの貯蔵能力の向

上を図ることが必要。

3月25日
https://www.china5e.com/news/news-

1085366-1.html

34 5月22日 計量分析
④需要サイド・足元変

化と今後の定着
IEA

As the Covid-19 crisis

hammers the auto industry,

electric cars remain a

bright spot

COVID-19が自動車業界を襲う中、電気自動車の見通しは明るい。

世界の自動車販売は、2月急減も4月は回復の兆しがあり、景気回復や政策

にもよるが通期で2019年を下回る。電気自動車の販売は中国で2月前年同

月比6割減から4月80％(2割減)まで回復、欧州では1～4月は前年同期比9割

増加など、世界の電気自動車販売予想は2020年が2019年を上回る。詳細は

6月公表予定のIEA特別WEO「World Energy Outlook Sustainable Recovery

Report」や「Global EV Outlook 2020」で。

5月18日

https://www.iea.org/commentaries/as-the-

covid-19-crisis-hammers-the-auto-industry-

electric-cars-remain-a-bright-spot

35 5月22日 計量分析 ①～④全般 IEEI 新型コロナウイルス特集
有馬純・杉山大志・竹内純子などエネルギー業界で著名な筆者による新型

コロナウイルス影響に係るレポートが多数。
3月～現在 http://ieei.or.jp/ieei_pickup/pickup5/
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4.3 新型コロナウイルス影響下のエネルギー需要見通し 

以下に示すように、「中長期的なエネルギー需要の増減につながる新型コロナウイルスの影

響の情報提供」を行い、2020年6月5日に納品した。 

依頼開始日 

2020年6月2日 

METI/ANRE 

4.2の調査をベースとして、新型コロナウイルスの「中長期的なエネルギー需要の増減」の

影響に絞り込んだ上で、再度、レポート・データなどの収集 

 

結果報告日 

2020年6月5日 

IEEJ 

添付ファイル 

新型コロナ影響中期見通し(20200605).xlsx 
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日本エネルギー経済研究所 
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4.5 各国の海洋面積と水深 

依頼開始日 

2021年1月15日 

経済産業省 資源エネルギー庁 

各国の海洋面積と水深(50~60m、200mの区分)データ 

結果報告日 

2020年2月15日 

日本エネルギー経済研究所 

主要国のEEZの平均水深データ。 



   
 

75 

添付ファイル 

Surface Area and the Seabed Area, Volume, Depth, Slope, and Topographic Variation for the 

World’s Seas, Oceans, and Countries.pdf 

 
出所: Mark John Costello, Alan Cheung, Nathalie de Hauwere “Surface Area and the Seabed Area, Volume, 

Depth, Slope, and Topographic Variation for the World’s Seas, Oceans, and Countries” Environ. Sci. Technol. 2010, 

44, 8821–8828 

 

2020年2月15日 

日本エネルギー経済研究所 

水深別風力ポテンシャル 
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添付ファイル 

Temporally explicit and spatially resolved global offshore wind energy.pdf 

 
出所: Jonathan Bosch, Iain Staffell, Adam D. Hawkes “Temporally explicit and spatially resolved global offshore 

wind energy potentials” Energy, 163, 2018, 766-781 

 

添付ファイル 

Improved Offshore Wind Resource Assessment in Global Climate Stabilization Scenarios.pdf 

 



   
 

77 

 

 



   
 

78 

 

 
出所: Douglas Arent, Patrick Sullivan, Donna Heimiller, Anthony Lopez, and Kelly Eurek, Jake Badger, Hans Ejsing 

Jørgensen, and Mark Kelly, Leon Clarke, Patrick Luckow “Improved Offshore Wind Resource Assessment in Global 

Climate Stabilization Scenarios” (2012) 



   
 

79 

 

添付ファイル 

An improved global wind resource estimate for integrated assessment models.pdf 

 
出所: Kelly Eurek, Patrick Sullivan†, Michael Gleason, Dylan Hettinger, Donna Heimiller, Anthony Lopez “An 

improved global wind resource estimate for integrated assessment models” 

 

4.6 テキサス停電の分析 

依頼開始日 

2021年2月19日 

経済産業省 資源エネルギー庁 

結果報告日 

2020年2月19日 
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日本エネルギー経済研究所 

添付ファイル 

ERCOT需給ひっ迫.pptx 
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2020年2月22日 

日本エネルギー経済研究所 

添付ファイル 

ERCOT需給ひっ迫.pptx (掲載略) 

 

2020年2月26日 
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日本エネルギー経済研究所 

添付ファイル 

ERCOT需給ひっ迫.pptx 
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